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はじめに 

【大阪市水道局長のメッセージ】

 

大阪市の水道事業は明治28年11月に全国で４番目

の近代的水道として、工業用水道事業は昭和 29年６

月に地盤沈下対策の一環として誕生しました。その後、

市勢の進展や産業活動の発達に伴い、常に先進的な制

度や技術の導入を図りながら施設の拡張や改良を進

め、市民生活や産業活動を支える重要な都市基盤とし

ての役割を担ってまいりました。  

 現在では、平常時はもとより地震等の災害や渇水な

ど異常時においてもお客さまに安全で良質な水を安

定して供給できるよう、信頼性の高い施設を目標に水

道施設全体の計画的な整備に取り組んでおります。 

 

大阪市水道局では、自らの使命を｢安心・安全で良質な水を安定的に、公正な料金

で提供する｣｢本市の技術や施設等を有効活用し、国内外の水道事業や環境に貢献す

る｣ことの２点であると考えております。 

この使命を果たすべく、「施策の選択と集中」の全体像を示す方針として定めてい

る「水道局運営方針」において、創業以来、約120年間にわたって培ってきた水源か

ら蛇口に至るトータルシステムとしての高い技術力や事業運営ノウハウなどを最大

限活用するため、他の自治体との広域的な連携や民間事業者との連携を推進し、国内

外の水道事業の発展へ貢献することを掲げて取り組んでおります。さらにISO22000に

基づく水道水の安全・品質管理のもと、水質基準を遵守すべく、取・浄・配・給水の

各過程において適切な水質管理に努めてまいります。 

また、お客さまの信頼性を確保するために、「浄水施設整備事業」、「配水管整備事

業」を通して、基幹施設及び管路の耐震性強化を推進するとともに、お客さまの貴重

なご意見等を積極的に施策へ反映することで、ハード・ソフト両面でのお客さま志向

の視点に立った取り組みを進めてまいります。 

水道事業、工業用水道事業とも、収入の大部分を占める給水収益が減少傾向で推移

するなど、大変厳しい経営環境におかれておりますが、「水道局運営方針」に掲げる

目標の達成及び諸施策の実施に向けて、引き続き経営改革を推進し、事業の持続性の

確保、向上を目指し取り組んでまいります。 

さらに、将来にわたり事業の持続性を確保していくためには、より一層、事業運営

の効率性、発展性を追求していく必要があると考えており、これらを最大限追求でき

る最適な経営形態の検討も進めてまいります。 

 

このアニュアルレポートは、お客さまにわかりやすい情報発信の推進として、当局

が経営改革を進める中で、既に取り組んできた内容、あるいは財務会計上の課題とし

て掲げたものを、改めてお示ししたものでございます。 

当局では、今後とも、お客さまに対する的確な情報発信の強化に努めるなど、事業

経営の透明性を高め、お客さまの理解と信頼の向上を図るための取組を進めてまいり

ますので、引き続き関係各位のご指導ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

 

玉井 得雄 

大阪市水道局長 
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【アニュアルレポートについて】 

 
概要 

大阪市水道局では、事業運営についての説明責任を果たし、経営の透明度の向上を

図るとともに、お客さまと情報共有を行い、その理解と信頼を高めていくため、徹底した

情報公開、情報提供の推進を図ることとしております。 

その取り組みの一環として、平成19年度（平成18年度決算）から水道事業会計・工業

用水道事業会計アニュアルレポートを作成・公表してまいりましたが、さらに内容の充実

を図るため、平成20年度決算からは経営分析調書及び新地方公会計制度に基づく財

務諸表の二部構成へと改定させていただきました。 

第１部の経営分析調書においては、地方公営企業法が定める決算に基づいて現状

確認と分析・課題の抽出を行い、第２部の新地方公会計制度に基づく財務諸表におい

ては、従来の決算では見えにくかった資産・負債の現状、行政サービスのコストとその負

担のあり方、資産の変動とその財源等について新たな視点に立った上での経営状況の

把握が可能となり、より充実した情報公開に繋がるものと考えております。 

 

第１部 経営分析調書 

    水道事業会計・工業用水道事業会計の健全化、経営の効率化及び会計内容の明確

化を目的に、各年度決算を元に各種経営指標を作成し、推移や類似団体との比較も含

めて分析・課題の抽出を行うものです。 

経営分析を行うことにより、経営上の問題点の明確化、今後の改善策の検討、経営改 

善に当たっての尺度などに用いることで活用を図っております。 

 

第２部 新地方公会計制度に基づく財務諸表 

    平成 19年 10月 17日付け総務省自治財政局長通知「公会計の整備推進について」

において、「新地方公会計制度研究会報告書」で示された地方公共団体単体及び関連

団体等も含む連結ベースの財務諸表を整備することが要請されています。 

    「新地方公会計制度研究会報告書」では、「地方分権の進展に伴い、これまで以上に

自由でかつ責任ある地域経営が地方公共団体に求められている。そうした経営を進め

ていくためには、内部管理強化と外部へのわかりやすい財務情報の開示が不可欠であ

る。」とされており、財務諸表の整備は「財政の透明性を高め、国民・住民に対する説明

責任をより適切に果たし、財政の効率化・適正化を図る」ことを目的としております。 

当局では、この要請に基づき、総務省方式改訂モデル(＊)による貸借対照表・行政コス

ト計算書・純資産変動計算書・資金収支計算書の財務諸表を整備しております。 

 

(＊)  「新地方公会計制度研究会報告書」では、原則として国の作成基準に準拠し、基準モデル又は総

務省方式改訂モデルにより、財務諸表を整備することとされています。 

 

    なお、平成26年度より地方公営企業会計制度見直しに伴い、経営収支の推移などの表に新たな 

項目が追記されております。 

 



                    3 

 



第１部 経営分析調書

１　事業内容

○ 目標像・使命

・地盤沈下の防止と産業の発展に寄与します。

○ 事業の概要

１　施設の現況

(1)浄水場

(2)配水施設

２　主要事業

(1)老朽化設備の更新整備

　本市の工業用水道は、淀川を水源とする東淀川浄水場(施設能力151,000㎥／
日）及び大川を水源とする城東浄水場(同109,000㎥／日)から市内19区（本市内
における地下水くみ上げ規制区域）に給水しています。

　本市には上記浄水場に加え桜宮配水場があり、配水池の容量は17,930㎥で
す。また、導・送・配水管の布設延長は平成25年度末現在で307kmとなっていま
す。

　老朽化した配水管等の更新整備を行っています。
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２　業績の推移

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

実績 実績 実績 実績 目標

① 給水会社数 （社） 309 305 306 298 298

② 給水工場数 （工場） 371 368 368 365 365

③ 年間給水量 （千m
3
） 27,332 25,856 24,672 26,326 25,520

④ 1日最大給水量 （千m
3
） 96.2 91.6 95.9 94.0 94.6

⑤ 1日平均給水量 （千m
3
） 74.9 70.6 67.6 72.1 69.9

⑥ 年間調定水量 （千m
3
） 36,174 35,334 33,972 33,112 32,084

⑦ 1日標準給水能力 （千m
3
） 260 260 260 260 260

⑧ 給水収益※ （百万円） 1,685 1,653 1,582 1,589 1,536

⑨ 設備投資額※ （百万円） 225 379 804 799 415

⑩ 配水管延長 （千ｍ） 286 286 287 289

⑪ 職員数（損益勘定） （人） 34 32 31 30 30

⑫ 職員数（資本勘定） （人） 2 2 2 2 0

＜参考＞

① 給水会社数

② 給水工場数

③ 年間給水量

④ 1日最大給水量

⑤ 1日平均給水量

⑥ 年間調定水量

⑦ 1日標準給水能力

⑧ 給水収益

⑨ 設備投資額

⑩ 配水管延長

⑪ 職員数（損益勘定）

⑫ 職員数（資本勘定）

給水の対象となっている会社数

給水の対象となっている工場数

指標名 (単位)

指標名 指標の説明

※⑧給水収益は消費税及び地方消費税相当額を含みません。
　 ⑨設備投資額は消費税及び地方消費税相当額を含みます。

損益勘定に属する職員数（年度末在籍人員）

資本勘定に属する職員数（年度末在籍人員）

工業用水道料金として収入となる収益

建設改良費の総額

配水管の延長距離

浄水場の施設能力

１年間の総給水量

年間の1日給水量のうち最大のもの

年間給水量を年間日数で除した水量

料金の対象となった水量及び他会計等から収入のあった水量の年間合計
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３　業績の説明

① 給水会社数

② 給水工場数

③ 年間給水量

④ 1日最大給水量

⑤ 1日平均給水量

⑥ 年間調定水量 .

⑦ 1日標準給水能力

⑧ 給水収益

⑨ 設備投資額

⑩ 配水管延長

⑪ 職員数（損益勘定）

⑫ 職員数（資本勘定）

平成25年度は前年度に比べ0.7％の増加となっています。

平成25年度は水道事業・工業用水道事業の両指標合わせて、前年度と比べ73人の
人員減となっています。当局では業務の効率化等により、平成27年度当初までに水
道事業・工業用水道事業合わせて200人以上の人員削減（平成22年5月時点比）を
目指しています。

平成25年度は前年度に比べ2.6％の減少となっています。

平成25年度は前年度に比べ0.8％の減少となっています。

平成25年度は前年度に比べ6.7％の増加となっています。

平成25年度は前年度に比べ2.0％の減少となっています。

平成25年度は前年度に比べ6.7％の増加となっています。

平成25年度は前年度に比べ2.5％の減少となっています。

給水能力は、需要の動向に対応して施設の拡張又は休・廃止を行ってきた結果、平
成4年度に30万㎥／日となりました。平成15年度末の大阪臨海工業用水道企業団解
散に伴い、本市域の需要者への給水義務を引継ぎ、効率的な施設運用を図れるよう
広域化事業を実施し、平成18年度末の同事業完了に伴い津守浄水場を廃止しまし
た。この結果、平成19年度からは、同企業団から受水していた4万㎥／日相当を減量
し、給水能力は26万㎥／日となっています。

平成25年度は前年度に比べ0.5％の増加となっています。

城東浄水場、東淀川浄水場の改良工事、阪急連続立体交差事業に伴う移設工事、
経年管路の更新を行ったものの、前年度に比べ0.6％の減少となっています。
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４　経営収支の推移及び説明
（１）収益的収支

（単位：百万円）
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実績 実績 実績 実績 計画

収　益 1,836 1,699 1,655 1,644 1,959

営業収益 1,742 1,676 1,602 1,632 1,594
給水収益 1,685 1,653 1,582 1,589 1,536
受託工事収益 57 23 20 37 46
その他営業収益 0 0 0 6 12

営業外収益 25 23 53 12 238
受取利息 12 7 7 6 5
一般会計補助金 2 2 3 2 3
長期前受金戻入 ‐ ‐ ‐ ‐ 229
雑収益 11 14 43 4 1

特別利益 69 0 0 0 127
費　用 1,593 1,417 1,385 1,352 1,759
営業費用 1,397 1,262 1,233 1,188 1,450
人件費 273 233 247 232 238
経費 553 493 485 480 664
減価償却費 571 536 501 476 548

営業外費用 158 155 152 164 139
支払利息 63 54 45 36 30
繰延勘定償却等 95 101 107 128 109

予備費 0 0 0 0 2
特別損失 38 0 0 0 168

経常損益 212 282 270 292 242
純損益 243 282 270 292 200

△ 1,587 △ 1,305 △ 1,035 △ 743 3,099

※

（2）資本的収支
（単位：百万円）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実績 実績 実績 実績 計画

資本的収入 47 21 482 724 66

企業債 0 0 0 0 0
国庫補助金 0 0 0 0 0
その他 47 21 482 724 66

資本的支出 500 652 1,067 1,041 637
建設改良費 225 379 804 799 415
企業債償還金 275 273 263 242 222
その他 0 0 0 0 0

収支差引 △ 453 △ 631 △ 585 △ 317 △ 571
補填財源 453 631 585 317 571
減債積立金 0 0 0 0 0
損益勘定留保資金等 453 631 585 317 571

差引 0 0 0 0 0

※

消費税及び地方消費税相当額を含みません。平成26年度計画は平
成26年度当初予算から消費税及び地方消費税相当額を除いたもの
です。

消費税及び地方消費税相当額を含みます。平成26年度計画は平成
26年度当初予算です。

項目名

項目名

累積剰余金（累積欠損金）
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平成25年度実績について

(1)収益的収支

＜収益＞

＜費用＞

＜収支差引＞

＜繰越欠損金＞

(2)資本的収支

＜資本的収入＞

＜資本的支出＞

＜収支差引＞
　収支差引は、3億1,700万円の不足となりましたが、損益勘定留保資金等で全額補て
んしました。

　収支差引は、2億9,200万円の純利益となり、前年度（2億7,000万円）と同水準の利益
となりました。

　費用は、13億5,200万円で、前年度（13億8,500万円）に比べ2.4％減少しました。
　これは、職員数削減等に伴う人件費及び減価償却費の減少などによるものです。

　収益は、16億4,400万円で、前年度（16億5,500万円）に比べ0.7％減少しました。
　これは、その大部分を占める給水収益が前年度（15億8,200万円）に比べ0.5％増の
15億8,900万円とほぼ横這いで推移しているものの、大阪広域水道企業団への応援給
水分の雑収益がなくなったことによるものです。

　前年度からの繰越欠損金が10億3,500万円ですので、平成25年度末の未処理欠損
金は7億4,300万円となります。

　資本的収入は、7億2,400万円で、これは、建設改良費のうち、配水管の移設に伴う
工事負担金などです。

　資本的支出は、10億4,100万円で、他企業からの依頼による配水管の移設や経年管
路の更新などの建設改良費及び企業債償還金です。
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（３）貸借対照表 （単位：百万円）
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

実績 実績 実績 実績 計画

15,175 14,999 15,222 15,502 14,997

15,175 14,999 15,222 15,502 14,997

土地 3,337 3,336 3,336 3,336 3,337

建物 74 67 62 59 55

構築物 9,429 9,094 9,215 9,803 9,767

機械及び装置 2,278 2,137 2,366 2,232 1,603

車両運搬具 0 0 0 0 0

工具、器具及び備品 25 19 13 8 4

建設仮勘定 32 346 230 64 231

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

4,932 5,143 5,633 5,686 6,052

4,745 4,768 5,335 5,413 5,755

55 20 103 255 102

- - - - 0

0 0 0 0 0

16 15 15 14 15

116 340 180 4 180

20,107 20,142 20,855 21,188 21,049

0 0 0 0 1,130

- - - - 1,003

- - - - 127

860 866 1,100 670 1,378

- - - - 195

470 488 603 289 670

18 6 126 10 126

1 1 0 0 0

- - - - 16

371 371 371 371 371

- - - - 5,741

- - - - 10,244

- - - - -4,503

860 866 1,100 670 8,249

10,238 9,965 9,702 9,460 8,040

8,040 8,040 8,040 8,040 8,040

2,198 1,925 1,662 1,420 -

9,009 9,311 10,053 11,058 4,760

10,596 10,616 11,088 11,801 1,661

国庫補助金 4,148 4,148 4,148 4,148 1,300

一般会計補助金 0 0 0 0 0

工事負担金 4,428 4,448 4,856 5,569 80

分担金 0 0 0 0 0

受贈財産評価額 2,020 2,020 2,020 2,020 281

寄付金 0 0 0 0 0

その他資本剰余金 0 0 64 64 0

△ 1,587 △ 1,305 △ 1,035 △ 743 3,099

19,247 19,276 19,755 20,518 12,800

20,107 20,142 20,855 21,188 21,049負 債 ・ 資 本 合 計

借入資本金

資
本
の
部

利益剰余金（△欠損金）

負債合計

自己資本金

剰余金

企業債

引当金

貸倒引当金

資本剰余金

繰延収益

長期前受金

資本金

その他流動負債

企業債

前受金

未払金

資本合計

長期前受金収益化累計額

引当金

預り金

固定資産

有形固定資産

固定負債

資 産 合 計

有価証券

流動資産

投資

現金預金

項　目　名

資
産
の
部

流動負債

無形固定資産

未収金

負
債
の
部

貯蔵品

前払金
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(3)貸借対照表

資産の部

＜固定資産＞

＜流動資産＞

負債の部

資本の部

　資本金については、平成19年度以降企業債発行を停止したことなどによる、
企業債残高の減少に伴い借入資本金が減少傾向にあります。
　また剰余金について、平成25年度は給水収益はほぼ横這いとなっているも
のの、人件費及び資本費が減少したことにより増加しています。

　年度により増減は生じることになりますが、平成25年度においては、柴島浄
水場の改良工事などにより、構築物が増加しています。

　年度により増減は生じることになりますが、平成25年度は未払金と前受金が
減少したことにより、流動負債は減少しています。

　平成19年度から単年度損益で剰余を確保していることなどにより、増加傾向
にあります。平成25年度については、前払金減少により現金預金が増加してい
ます。

10



５　経営指標の推移

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

28 (円) 35.0 35.0 35.0 35.0 28.2

29 (円) 70.0 70.0 70.0 70.0 65.9

※類似団体：川崎市・横浜市・北九州市

6,754.2

795.9

5.8

102.2

26.0

36.9

13.2

70.5

0.10

16.21

51,032.0

116.6

46.6

39.9

84.1

0.4

0.4

0.0

0.0

0.003

2.8

31.7

16.6

105.1

512.3

86.8

131.6

119.5

119.5

65.3

0.0

52.6

46.8

11.1

100.5

39.1

13.1

6,762.7

808.0

35.2

77.1

0.11

17.24

51,658.7

119.8

0.3

0.3

0.0

0.0

0.002

27.2

32.4

16.5

116.5

593.9

86.1

86.4

33委託化率 (％) 4.05.7

健
全
性
・
安
全
性

50.9

18
市民１人あたり繰入金
額

(千円/人)

17
基準内繰入金比率
(資本的収入分)

（％）

16
繰入金比率
(資本的収入分)

（％）

15
基準内繰入金比率
(収益的収入分)

（％）

0.2
繰入金比率
(収益的収入分)

（％）

（％）

（％）

（％）

（％）

（％）

（％）

指標名

3総収支比率

（％）

(単位)

34有収率 （％）

生
産
性
・
効
率
性

32
職員１人あたりの給水
量 (千m

3
／人)

30
給水収益に対する職員
給与費の割合

(％)

基本料金

超過料金

31
職員１人あたりの人件
費

(千円／人)

26供給単価 (円／m
3
)

27給水原価 (円／m
3
)

(m
3
/万円)

24
職員１人当たり給水収
益

（千円／人）

25料金回収率 (％)

21負荷率 （％）

22固定資産回転率 （回）

23固定資産使用効率

20最大施設稼働率 （％）

19施設利用率 （％）

14

12自己資本構成比率 （％）

9

7
給水収益に対する企業
債利息の割合

（％）

（％）

8

（％）

5 不良債務比率 （％）

6
企業債償還元金対減価
償却費比率

（％）

4 累積欠損金比率

給水収益に対する減価
償却費の割合

11流動比率

10
給水収益に対する企業
債残高の割合

給水収益に対する企業
債償還元金の割合

収
益
性

1営業収支比率

2経常収支比率

13固定比率

22.5

148.5

76.5

59.6

45.83

0.18

83,181.2

8,591.3

24.9

122.3

10.8

29.7

不明

113.2

599.2

0.3

0.0

3.3

0.0

不明

不明

類似団体平均
(平成24年度)

96.7

128.0

124.0

129.1126.6

113.7

58.3

0.0

3.8

33.9

135.2

119.9

119.9

78.8

0.0

3.3

115.3

94.0

0.0

48.2

84.8

0.11

18.01

49,556.8

0.0

1,860.9

12.1

3.8

0.0

0.002

16.3

130.5

573.4

112.9

89.0

28.8

37.0

77.8

0.2

0.0

98.0

46.6

41.2

13.3

6,574.3

14.2

803.9

139.9

121.6

121.6

46.5

0.0

50.9

2.3

29.9

15.2

89.3

849.4

90.1

81.2

0.2

0.2

0.1

0.1

0.002

27.7

36.2

76.7

0.10

16.98

52,979.8

97.5

大阪市

121.7

48.0

39.4

12.3

6,523.2

877.5
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６　経営分析

1～3

4

5
不良債務は発生していません。

6

7
給水収益は減少傾向にあるものの、企業債残高の減少等による企業債利息減少の影響により、本指標は改善傾向にあります。

8

9

10

借入資本金の減少及び剰余金の増加の結果、本指標は改善傾向にあります。

剰余金が増加傾向にあることから、本指標は改善傾向にあります。

14～18
一般会計からの繰入金は、児童手当、東日本大震災関連であり、その比率は小さくなっています。

19・20

28・29

従来から事業の効率的運営に努めてきた結果、各指標は100%を超えて堅調に推移しています。

21

24

給水収益が減少しているものの、減価償却費の減少が上回っているため、本指標は改善傾向にあります。

給水収益は減少傾向にあるものの、企業債償還金減少が上回っているため、本指標は改善傾向にあります。

給水収益は減少傾向にあるものの、企業債発行停止により企業債残高が減少していることに伴い、本指標は改善傾向にあります。

近年、年間給水量は減少傾向にある一方、有形固定資産はほぼ横這いとなっており、本指標は悪化傾向にあります。平成25年度につい
ては年間給水量が増加したため、改善しています。

23

22
営業収益、固定資産ともにほぼ横這いに推移しているため、本指標も横這いとなっています。

12

最近の水需要の減少傾向から給水能力に余裕が生じている状況にあります。

31

昭和59年5月に料金改定（29.6％）を実施した後は、消費税導入に伴う消費税及び地方消費税相当分の料金への転嫁を除いて料金改定
を行っていません。

平成25年度については、職員給与費が減少しておりやや改善しています。

平成19年度から単年度剰余となり累積欠損金が減少していることから、本指標は改善傾向にあります。

平成25年度については、給水収益が前年度と比べほぼ横這いに推移しており、職員数が減少しているため改善しています。

近年、給水収益、職員給与費ともに減少傾向にあり、本指標はほぼ横這いで推移しています。平成25年度については、職員給与費の減
少によりやや改善しています。

32

26

平成25年度については、減価償却費が減少しているものの、企業債償還金の減少が上回っており本指標はやや改善しています。

供給単価の増加および給水原価の減少により、平成25年度については、本指標は改善しています。

平成25年度については、１日最大給水量が減少した一方、１日平均給水量が増加したため、本指標は改善しています。

13

平成25年度については、年間調定水量が減少し、給水収益はほぼ横這いとなったため、本指標はやや改善しています。

11
流動比率は、ここ数年経営収支で剰余を確保していること等により、堅調に推移しています。平成25年度については、未払金の減少により
改善しております。

27
平成25年度については、経常費用の減少及び受託工事費の増加により、本指標はやや改善しています。

25

33

34

30

本指標は概ね横這いで推移しています。なお本指標は通常100％が上限となりますが、城東浄水場の改良工事による休止期間中、水道
事業から応援給水を受けていたため、平成23年度及び平成24年度は100％を超える結果となっています。

平成25年度については、委託料、営業費用ともに減少しており、前年度に比べほぼ横這いとなっております。

平成25年度は、給水量が増加した結果、本指標は改善しています。

12



７　事業の課題

＜収益性＞

・

＜健全性・安全性＞

・

・

＜生産性・効率性＞

・ 給水能力に余裕が生じている状況となっています。

・

＜総括＞

　平成25年度決算では7年連続で単年度損益における剰余は確保したものの、水需要が
低迷し給水収益の減少傾向が続く中、今後の経営環境は、厳しい状況が続くものと見込
まれます。
　このため、今後の事業運営においては、浄水場施設等の水道事業との共同運営を引き
続き推進するなど、効率的な事業運営による経費の節減に取り組むことにより、経営の安
定化を図り、また、累積欠損の解消に向け、引き続き経営努力を重ねていきます。

依然として累積欠損金を有するものの、平成19年度以降は7年連続で単年度での剰余を
確保しています。水需要については給水会社数の減等により減少しており、給水収益は
引き続き減少傾向で推移すると見込まれます。

流動比率は、ここ数年経営収支で剰余を確保していること等により、堅調に推移していま
す。

自己資本構成比率は、類似団体の平均と比較してやや高い数値となっています。

職員一人あたり給水収益及び給水量は、類似団体平均と比して低い数値となっていま
す。
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＜参考＞

営業収益－受託工事収益
営業費用－受託工事費用

営業収益＋営業外収益
営業費用＋営業外費用

総収益
総費用

累積欠損金
営業収益－受託工事収益

不良債務
営業収益－受託工事収益

企業債償還金
当年度減価償却費

企業債利息
給水収益

減価償却費
給水収益

企業債償還金
給水収益

企業債残高
給水収益

流動資産
流動負債

自己資本金＋剰余金
負債資本合計

固定資産
自己資本金＋剰余金

損益勘定繰入金
収益的収入

繰出基準内損益勘定繰入金
収益的収入

資本勘定繰入金
資本的収入

繰出基準内資本勘定繰入金
資本的収入

繰入金
大阪市人口

1日平均給水量
1日給水能力

1日最大給水量
1日給水能力

1日平均給水量
1日最大給水量

営業収益－受託工事収益
（期首固定資産＋期末固定資産）÷2

年間給水量
有形固定資産

給水収益
損益勘定職員数

供給単価
給水原価

給水収益
年間調定水量

経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費）
年間調定水量

28 (円) 責任使用水量に対する給水料（1m
3
当たり)

29 (円) 責任使用水量を超える分に対する給水料（1m
3
当たり)

職員給与費（除、退職給与金）
給水収益

職員給与費（除、退職給与金）
損益勘定職員数

年間給水量
損益勘定職員数

委託料
営業費用ー減価償却費等

年間実使用水量
年間給水量

×100

×100

×100

(％) ×100

（％）

（％）

（％）

×100

（回）

33

市民1人当たり繰入金額

委託化率

繰入金比率(資本的収入分)

最大施設稼働率

19

固定資産回転率22

21負荷率

（％）

（％）

（％）

9 給水収益に対する企業債償還元金の割合

2 経常収支比率

7

4

（％）

累積欠損金比率

6 企業債償還元金対減価償却費比率 （％）

20

（％）

10給水収益に対する企業債残高の割合 （％）

16

8

12自己資本構成比率 （％）

（％）11流動比率 ×100

給水収益に対する企業債利息の割合 （％）

（％）

給水収益に対する減価償却費の割合

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

固定比率 （％）

繰入金比率(収益的収入分)

基準内繰入金比率(収益的収入分)

施設利用率 （％）

×100

13

基準内繰入金比率(資本的収入分)

14

15

(千円／人)

（％）

17

18

（％）

24職員１人当たり給水収益 （千円／人）

23固定資産使用効率 (m
3
/万円)

職員１人当たり給水量 (千m
3
／人)

30給水収益に対する職員給与費の割合 (％)

25料金回収率 (％)

×100

31職員１人当たり人件費 (千円／人)

26供給単価 (円／m
3
)

27給水原価 (円／m
3
)

×100

3 総収支比率

×100

×100

×100

5 不良債務比率 （％）

×100

指標 (単位)

×100

指標の説明

（％）1 営業収支比率

×100

×100

34有収率 （％）

基本料金

×100

超過料金

32

14



15 
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第２部 新地方公会計制度に基づく財務諸表 

１ 新地方公会計制度に基づく財務諸表 

（１） 国の基準に準拠した新財務諸表について 

① 貸借対照表 

      貸借対照表は法定決算書類の貸借対照表と同じ名称で、年度末時点にお

ける資産・財産とその調達財源の状況を表しており、資産の部、負債の部、純

資産の部として区分されます。なお、法定決算書類との主な違いについては、

次頁の「（３）新財務諸表で必要な修正点について」に記載しています。 

 

② 行政コスト計算書 

行政コスト計算書とは、法定決算書類の損益計算書に相当するもので、資

産形成などを除いた１年間の経常的な行政活動に伴うコスト（純経常行政コス

ト）を表しています。１年間の行政サービスに係る経費である経常行政コストか

ら、その行政サービスの直接の対価として得られた財源である経常収益を差し

引いて純経常行政コストを求めることから、収入が経費を上回っていれば、純

経常行政コストは負の数（△）として表示されます。法定決算書類との主な違

いについては貸借対照表同様、次頁の「（３）新財務諸表で必要な修正点に

ついて」に記載しています。 

 

③ 純資産変動計算書 

      純資産変動計算書とは、資産負債の差額である純資産が１年間にどのように

変動したのかを表しており、純資産の部は公共資産等整備国府補助金等、公

共資産等整備一般財源等、その他一般財源等、資産評価差額に区分されて

います。 

ア 公共資産等整備国府補助金等は、サービスを提供するための財産を取得し

た財源のうち、国・府から補助を受けた部分です。 

イ 公共資産等整備一般財源等は、サービスを提供するための財産を取得した

財源のうち、国・府補助金と地方債を除いた部分です。 

ウ その他一般財源等は、純資産総額から公共資産等整備国府補助金等、公

共資産等整備一般財源等、資産評価差額を差し引いた額です。 

エ 資産評価差額は、売却可能資産を時価評価したことにより評価額が変動し

た額及び無償で受入れた財産の評価額です。 

 



17 

 

 

 

④ 資金収支計算書 

      資金収支計算書とは、１年間の資金の流れの収支を、経常的収支の部、公

共資産整備収支の部、投資・財務的収支の部の 3つに区分して表していま

す。 

ア 経常的収支の部は、公共資産整備収支及び投資・財務的収支に含まれな

い収支のことです。 

イ 公共資産整備収支の部は、公共資産整備に伴う支出及び当該支出に充て

た財源のことです。 

ウ 投資・財務的収支の部は、 

     ・ 投資及び出資金、貸付金、基金に係る支出及びそれらの財源 

     ・ 貸付金元金回収による収入 

     ・ 地方債元金償還による支出 

     ・ 公共資産売却による収入   などのことです。 

 

（２） 新財務諸表への組替に際して生じる数値の差について 

法定決算書類である損益計算書から新財務諸表へ組替を行った場合、行政

コスト決算数値に差が生じています。これは、行政コストは損益計算書の営業費

用、営業外費用、特別損失の合計額となりますが、営業費用のうち現金支出を

伴わない資産減耗費及び特別損失のうち現金支出を伴わないもの（資産減耗

費に準ずるものに限る）は含まれません。これは、資産減耗費が純資産変動計

算書の臨時損益である公共資産除売却損益に計上され、行政コストとはならな

いためです。 

また、行政サービス収入は損益計算書の営業収益、営業外収益、特別利益

の合計額となりますが、特別利益のうち固定資産売却益を除きます。これは、行

政コスト同様、純資産変動計算書で計上されるため行政サービス収入に含まれ

ないことになります。 

 

（３） 新財務諸表で必要な修正点について 

① 貸借対照表 

ア 退職手当引当金及び賞与引当金を計上しています。 

イ 回収不能見込額を計上しています。 

ウ 企業債を資本金から負債へ振替えています。 
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② 行政コスト計算書 

ア 退職手当引当金繰入等及び賞与引当金繰入等を計上しています。 

イ 回収不能見込計上額を計上しています。 

ウ 資本的収入である工事負担金を行政サービス収入としています。 
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２ 財務分析 

（１）主要な経営指標等の推移 

（百万円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

(20,084) (20,107) (20,142) (20,855) (21,188)

20,084 20,107 20,142 20,855 21,188

(851) (860) (866) (1,100) (669)

3,529 3,269 3,029 2,985 2,256

(19,233) (19,247) (19,276) (19,756) (20,518)

16,555 16,838 17,113 17,870 18,932

〔参考〕

経常収益（Ａ） 2,018 1,881 1,719 2,064 2,357

経常行政コスト（Ｂ） 1,720 1,583 1,442 1,328 1,322

差引（Ａ）－（Ｂ） 298 298 277 736 1,035

総資産額

負債額

純資産額

経常的資金収支額 800 783 638 1,124 371

公共資産整備資金収支額 △ 189 △ 170 △ 341 △ 294 △ 51

5,413

投資・財務的資金収支額 △ 262 △ 275 △ 273 △ 263 △ 242

37 36 34 33

期末資金（現金及び預金）残高 4,406 4,744 4,768 5,335

32

資金不足比率 （％） － － － － －

職員数 （人）

 

・ 上段（  ）は、地方公営企業法に基づく決算数値、下段は、財務書類 4表（総務省方式改訂モ

デル）による数値 

・ 職員数は、年度末在籍人員 

・ 資金不足比率は、地方公営企業法に基づく決算数値による数値 
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（２）財務分析 

 

① 経営成績 

○  経常収益は、23億5,700万円で、前年度（20億6,400万円）に比べ2億9,300万円

増加しました。これは、給水収益が前年度と比べほぼ横這いとなったものの、受託工事

による工事負担金が増加したことによるものです。 

○  経常行政コストは、13億2,200万円で、前年度（13億2,800万円）に比べ600万円減

少しました。これは、物件費が増加したものの、人員の減等により人件費が減少したこと、

並びに減価償却費が減少したことによるものです。 

○  この結果、差引は10億3,500万円の剰余（黒字）となり、前年度（7億3,600万円の剰

余（黒字））に比べ、2億9,900万円の収支改善となりました。 

 

② 財政状態 

○  総資産額は、211億8,800万円で、前年度（208億5,500万円）に比べ、3億3,300万

円増加しました。これは、単年度損益で剰余を確保していることなどにより資金が増加し

たこと、並びに有形固定資産が増加したことなどによるものです。 

○  負債額は、22億5,600万円で、前年度（29億8,500万円）に比べ、7億2,900万円減

少しました。これは、未払金が減少したこと、並びに償還により公営事業地方債が減少し

たことなどによるものです。 

○  純資産額は、189億 3,200万円で、前年度（178億 7,000万円）に比べ、10億 6,200

万円増加しました。これは、経常収益と経常行政コストの差引が剰余（黒字）となったこと

などによるものです。 

 

③ 資金収支 

○  経常的資金収支額は、3億 7,100万円で、前年度（11億 2,400万円）に比べ、7億

5,300万円減少しました。これは未払金の減少により物件費が大きく増加したこと、並び

に未収金の増加及び前受金の減少により事業収入が減少したことなどによるものです。 

○  公共資産整備資金収支額は、△ 5,100万円で、前年度（△2億9,400万円）に比べ、

2億4,300万円増加しました。これは、受託工事による工事負担金の収入が増加したこと

などによるものです。 

○  投資・財務的資金収支額は、△ 2億4,200万円で、前年度（△2億6,300万円）に比

べ、2,100万円増加しました。これは、地方債等償還額が減少したことによるものです。 

○  「経常的資金収支の部」で生じた収支剰余額（黒字）3億 7,100万円で、「公共資産整

備資金収支の部」の収支不足額（赤字）5,100万円及び「投資・財務的資金収支の部」

の収支不足額（赤字）2億4,200万円を補てんしたため、今年度は7,800万円資金が増

加しました。この結果、期末資金（現金及び預金）残高は、54億1,300万円となりました。 



３　貸借対照表

＜財務諸表の見方＞
　　見開きで、左頁に法定決算書類の貸借対照表、右頁に新財務諸表の貸借対照表を掲載し、法定決算書類から
　新財務諸表への流れについて、それぞれ財務諸表の横に説明を入れて示しています。法定決算書類の右側には、
　法定決算書類から新財務諸表への組替に係る説明を記載し、新財務諸表の右側には、新財務諸表での修正事項を

　記載しています。
　　最終的な新財務諸表は、右の二重線で囲まれた列になります。

    ＜右頁の貸借対照表（修正前）への組替＞

有形固定資産
有形固定資産合計

資金
流動資産のうち現金預金

未収金
流動資産のうち未収金

その他
流動資産のうち貯蔵品、前払金

未払金
流動負債のうち未払金

その他

流動負債のうち前受金、預り金、その他流

動負債

公共資産等整備国府補助金等
資本剰余金のうち国庫補助金

公共資産等整備一般財源等
右頁の公共資産合計（資産の部）－1 公共
資産等整備国府補助金等（純資産の部）－
4 資産評価差額（純資産の部）

その他一般財源等
右頁の純資産合計（純資産の部）－1 公共
資産等整備国府補助金等（純資産の部）
－2 公共資産等整備一般財源等（純資産
の部）－4 資産評価額（純資産の部）

資産評価差額
資本剰余金のうち受贈財産評価額

○ 貸借対照表（法定決算書類）

1.

(1)

イ 3,336,585,035
円

ロ 665,299,510
円

606,850,608 58,448,902

ハ 21,680,371,446

11,877,848,169 9,802,523,277

ニ 6,387,933,939

4,155,497,470 2,232,436,469

ホ 898,000

853,100 44,900

ヘ 41,398,440

33,371,240 8,027,200

ト 64,332,830

有形固定資産合計 15,502,398,613
円

15,502,398,613
円

2.

(1) 5,412,961,431

(2) 254,532,448

(3) 14,034,174

(4) 3,927,200

5,685,455,253

21,187,853,866

3.

(1) 288,484,082
円

(2) 10,171,070

(3) 73,000

(4) 370,637,970

669,366,122
円

669,366,122

4.

(1) 8,040,296,916

(2)

イ 1,419,920,151
円

1,419,920,151

9,460,217,067

5.

(1)

イ 4,148,117,520

ロ 5,569,183,563

ハ 2,019,677,586

ニ 63,942,742

11,800,921,411

(2)

イ 当年度未処理欠損金 742,650,734

742,650,734

11,058,270,677

20,518,487,744

21,187,853,866

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

流 動 負 債

未 払 金

前 受 金

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 金

資 本 剰 余 金 合 計

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

企 業 債

借 入 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金 (欠 損 金 )

欠 損 金

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

工 事 負 担 金

受贈財産評価額

その他資本剰余金
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○貸借対照表（新財務諸表） （単位：千円）

貸借対照表

（修正前）

[資産の部]

1 公共資産

　(1) 有形固定資産 15,502,399 0 15,502,399 15,222,012

　　　地方公共団体計 15,502,399 0 15,502,399 15,222,012

　(2) 売却可能資産 0 0 0 0

　公共資産合計 15,502,399 0 15,502,399 15,222,012

2 流動資産

　(1) 資金 5,412,962 0 5,412,962 5,334,956

　(2) 未収金 254,532 0 254,532 103,182

　(3) その他 17,961 0 17,961 194,875

　(4) 回収不能見込額 0 △ 6 △ 6 △ 58

　流動資産合計 5,685,455 △ 6 5,685,449 5,632,955

 資 産 合 計 21,187,854 △ 6 21,187,848 20,854,967

[負債の部]

1 固定負債

　(1) 地方公共団体

　　公営事業地方債 0 1,197,671 1,197,671 1,419,920

　　　地方公共団体計 0 1,197,671 1,197,671 1,419,920

　(2) 退職手当引当金 0 107,352 107,352 156,248

　固定負債合計 0 1,305,023 1,305,023 1,576,168

2 流動負債

　(1) 翌年度償還予定額

　　地方公共団体 0 222,249 222,249 242,055

　　　翌年度償還予定額計 0 222,249 222,249 242,055

　(2) 未払金 288,484 0 288,484 602,931

　(3) 翌年度支払予定退職手当 0 45,809 45,809 53,286

　(4) 賞与引当金 0 13,133 13,133 13,632

　(5) その他 380,882 0 380,882 496,590

　流動負債合計 669,366 281,191 950,557 1,408,494

 負 債 合 計 669,366 1,586,214 2,255,580 2,984,662

[純資産の部]

1 公共資産等整備国府補助金等 4,148,118 0 4,148,118 4,148,117

2 公共資産等整備一般財源等 9,334,603△ 1,419,920 7,914,683 7,392,242

3 その他一般財源等 5,016,089 △ 166,300 4,849,789 4,310,268

4 資産評価差額 2,019,678 0 2,019,678 2,019,678

 純資産合計 20,518,488△ 1,586,220 18,932,268 17,870,305

 負債及び純資産合計 21,187,854 △ 6 21,187,848 20,854,967

貸借対照表
平成26年3月31日

修正
貸借対照表

平成25年3月31日 ＜貸借対照表への修正＞

公営事業地方債
左記法定決算書類の借入資本金合計を純
資産の部から負債の部へ振替。ただし、翌
年度償還予定額は流動負債となるため除く。

退職手当引当金
当年度末に全職員が退職した場合の退職
手当支給見込額を引当金として計上する。
ただし、翌年度支給予定額は流動負債と
なるため除く。

翌年度償還予定額
借入資本金合計のうち翌年度償還予定額。

翌年度支払予定退職手当

年度末退職手当支給見込額のうち翌年度

支払予定額。

公共資産等整備一般財源等
借入資本金合計を負債の部へ振替。

その他一般財源等

退職手当引当金、賞与引当金を負債へ計

上したことなどによる純資産の減。

回収不能見込額
未収金のうち将来回収不能となることが見
込まれる額を計上する。算定方法は、過
去5ヵ年の不納欠損累計額を過去5ヵ年の
未収金累計額で除して不納欠損実績率
を算定し、その実績率を当年度未収金残
高に乗じて、回収不能見込額を算定して
いる。

賞与引当金
平成26年6月支給予定の賞与のうち、当期
に属する平成25年12月から平成26年3月ま
での4ヵ月分を引当金として計上する。
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４　行政コスト計算書

＜財務諸表の見方＞
　　見開きで、左頁に法定決算書類の損益計算書、右頁に新財務諸表の行政コスト計算書を掲載し、法定決算書類から
　新財務諸表への流れについて、それぞれの財務諸表の横に説明を入れて示しています。法定決算書類の右側には、
　法定決算書類から新財務諸表への組替に係る説明を記載し、新財務諸表の右側には、新財務諸表での修正事項を
  記載しています。
　　最終的な新財務諸表は、右の二重線で囲まれた列になります。

＜右頁の行政コスト計算書（修正前）への組替＞

人件費
営業費用のうち人件費

物件費
営業費用のうち動力費、光熱水費、通信運
搬費、材料費、薬品費、委託料、受託工事
費（人件費を除く）等

維持補修費
営業費用のうち修繕費、路面復旧費

補助金等
営業費用のうち負担金

減価償却費
営業費用のうち減価償却費

支払利息
営業外費用のうち支払利息

回収不能見込計上額
営業外費用 雑支出のうち不納欠損額

その他行政コスト
上記以外の営業費用、営業外費用及び特
別損失のうちその他特別損失。ただし、営
業費用のうち、現金支出を伴わない資産
減耗費及び特別損失のうち現金支出を伴
わないもの（資産減耗費に準ずるものに限
る）は除く。

事業収益
営業収益

その他特定行政サービス収入
営業外収益のうち受取利息、雑収益
及び特別利益のうちその他特別利益。
ただし、雑収益は普通会計からの繰入
金を除く。

他会計補助金等
営業外収益のうち一般会計補助金及び雑
収益のうち普通会計からの繰入金

○ 損益計算書（法定決算書類）

１.

1,589,392,900
円

36,846,580

6,136,334 1,632,375,814
円

２.

487,104,393

89,151,888

46,120,052

84,047,485

475,799,937

5,798,889 1,188,022,644

  444,353,170
円

３.

6,054,574

2,202,000

3,919,395 12,175,969

４.

36,660,938

100,583,542

26,856,601 164,101,081 △ 151,925,112

 292,428,058

292,428,058

1,035,078,792

742,650,734

営 業 収 益

(1) 給 水 収 益

(2) 受 託 工 事 収 益

(3) そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

(1) 浄 水 送 水 費

(2) 配 水 費

(3) 受 託 工 事 費

(4) 総 係 費

(5) 減 価 償 却 費

(6) 資 産 減 耗 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息

(2) 一 般 会 計 補 助 金

(3) 雑 収 益

営 業 外 費 用

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

(2) 他 会 計 分 担 金

(3) 雑 支 出

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金
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○行政コスト計算書（新財務諸表） （単位：千円） 　　　　＜行政コスト計算書への修正＞

行政コスト計算書

（修正前）

〔経常行政コスト〕

　人件費 231,774 △ 37,466 194,308 206,800

　退職手当引当金繰入等 0 0 0 11,841

　賞与引当金繰入等 0 13,133 13,133 13,632

　物件費 440,585 0 440,585 394,548

　維持補修費 93,069 0 93,069 99,131

　減価償却費 475,800 0 475,800 501,039

　補助金等 41,579 0 41,579 45,828

　支払利息 36,661 0 36,661 44,815

　回収不能見込計上額 0 △ 52 △ 52 △ 49

　その他行政コスト 26,856 0 26,856 10,713

経常行政コスト合計 1,346,324 △ 24,385 1,321,939 1,328,298

〔経常収益〕

　分担金・負担金・寄附金 0 712,610 712,610 408,218

　事業収益 1,632,376 0 1,632,376 1,602,689

　その他特定行政サービス収入 8,169 0 8,169 46,031

　他会計補助金等 4,007 0 4,007 7,002

経常収益合計 1,644,552 712,610 2,357,162 2,063,940

（差引）純経常行政コスト △ 298,228 △ 736,995 △ 1,035,223 △ 735,642

修正
行政コスト計算書
自 平成25年4月1日
至 平成26年3月31日

行政コスト計算書
自 平成24年4月1日
至 平成25年3月31日

人件費
人件費に含まれる退職手当及び賞与のうち、
既に引当てた額を控除する。

分担金・負担金・寄附金
資本的収入である工事負担金を経常収益
として計上する。

退職手当引当金繰入等
貸借対照表の退職手当引当金に、当年度
繰入れた額。

賞与引当金繰入等
貸借対照表の賞与引当金に、当年度繰入
れた額。

回収不能見込計上額
貸借対照表上の回収不能見込額に前年度
計上した額から当年度計上した額を差し引
いた額。

（差引）純経常行政コスト
経常行政コストから経常収益を差し引いて
純経常行政コストを算出するため、収入が
費用を上回っていれば、負の数（△）として
表示される。
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５ 純資産変動計算書

自 平成25年4月 1 日
至 平成26年3月31日

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国府補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 17,870,305 4,148,117 7,392,242 4,310,268 2,019,678

純経常行政コスト 1,035,223 1,035,223

一般財源 0

補助金等受入 0

臨時損益

公共資産除売却損益 △ 5,799 △ 5,799

退職手当引当金戻入 32,539 32,539

科目振替

公共資産整備への財源投入 763,835 △ 763,835

公共資産処分による財源増 △ 5,799 5,799

貸付金・出資金等への財源投入

貸付金・出資金等の回収等による財源増

減価償却による財源増 △ 475,800 475,800

地方債償還等に伴う財源振替 242,055 △ 242,055

資産評価替えによる変動額 0

無償受贈資産受入 0

その他 0 1 △ 1,850 1,849

期末純資産残高 18,932,268 4,148,118 7,914,683 4,849,789 2,019,678
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貸借対照表の純資産の部が 1年間にどのように変動したのかを表しています。純資産の部は公共資産等整

備国府補助金等、公共資産等整備一般財源等、その他一般財源等、資産評価差額に区分されています。 

 

（１）期首・期末純資産残高 

① 公共資産等整備国府補助金等は、サービスを提供するための財産を取得した財源のうち、国・府か

ら補助を受けた部分です。 

② 公共資産等整備一般財源等は、サービスを提供するための財産を取得した財源のうち、国・府補助

金と地方債を除いた部分です。 

③ その他一般財源等は、純資産総額から①公共資産等整備国府補助金等、②公共資産等整備一般

財源等、④資産評価差額を差し引いた額です。 

④ 資産評価差額は、売却可能資産を時価評価したことにより評価額が変動した額です。 

 

（２） 純経常行政コスト 

行政コスト計算書で算定した純行政コストを「その他一般財源等」に計上します。行政コスト計算書で

は収益が費用を上回る場合は負の数（△）となっていましたが、純資産変動計算書では正の数となりま

す。 

 

（３） 補助金等受入 

公共資産の整備に充てる国府補助金で、「公共資産等整備国府補助金等」に計上されます。 

 

（４） 臨時損益 

行政コスト計算書に含まれない、除却費用が「その他一般財源等」に計上されます。 

 

（５） 科目振替 

① 公共資産整備への財源投入 

当年度建設改良費のうち補助金収入を除く額が、公共資産の整備により「その他一般財源等」

から「公共資産等整備一般財源等」に振替わります。 

② 公共資産処分による財源増 

固定資産売却代金及び現金支出を伴わない資産減耗費の合計額が、公共資産の処分により

「公共資産等整備一般財源等」から「その他一般財源等」に振替わります。 

③ 貸付金・出資金等への財源投入 

貸付・出資等により「その他一般財源等」から「公共資産等整備一般財源等」に振替わります。な

お、平成25年度は貸付・出資金等への財源投入はありません。 

④ 貸付金・出資金等の回収等による財源増 

貸付・出資等の回収により「公共資産等整備一般財源等」から「その他一般財源等」に振替わり

ます。なお、平成25年度は貸付金・出資金等の回収等はありません。 

⑤ 減価償却による財源増 

当年度の減価償却費が「公共資産等整備一般財源等」から「その他一般財源等」に振替わりま

す。 

⑥ 地方債償還等に伴う財源振替 

地方債の償還により「その他一般財源等」が「公共資産等整備一般財源等」に振替わります。 

 

（６） 資産評価替えによる変動額 

売却可能資産を年度末に時価評価するために、評価による増減を計上します。工業用水道事業会計

は売却可能資産がないため、資産評価替えによる変動額はありません。 

 

（７） 無償受贈資産受入 

資産を無償で受贈したことによる評価額を計上します。平成25年度は無償で受贈した資産はありませ

ん。 



６ 資金収支計算書
（単位：千円）

[経常的収支の部]

（1）　人件費 231,774 247,099

（2）　物件費 578,919 121,172

（3）　補助金等 41,579 45,828

（4）　支払利息 36,661 44,815

（5）　その他支出 117,275 109,355

　　支出合計 1,006,208 568,269

（1）　事業収入 1,365,318 1,639,695

（2）　諸収入 8,169 46,031

（3）　他会計繰入金等 4,007 7,002

　　収入合計 1,377,494 1,692,728

経 常 的 収 支 額 371,286 1,124,459

[公共資産整備収支の部]

（1）　公共資産整備支出 763,835 766,398

　　支出合計 763,835 766,398

（1）　国府補助金等 0 0

（2）　他会計負担金等 755 0

（3）　その他収入 711,855 472,161

　　収入合計 712,610 472,161

公共資産整備収支額 △ 51,225 △ 294,237

[投資・財務的収支の部]

（1）　地方債等償還額 242,055 263,334

　　支出合計 242,055 263,334

（1）　投資及び出資金 0 0

　　収入合計 0 0

投資 ・ 財務的収支額 △ 242,055 △ 263,334

　　当年度資金増減額 78,006 566,888

　　期首資金残高 5,334,956 4,768,068

　　期末資金残高 5,412,962 5,334,956

自　平成25年4月1日
至　平成26年3月31日

自　平成24年4月1日
至　平成25年3月31日

資金収支計算書
資金収支計算書は、貸借対照表上の資金
が1年間にどのように増減したのかを、経常的
収支の部、公共資産整備収支の部、投資・
財務的収支の部に区分して表しています。

経常的収支の部
公共資産整備収支及び投資・財務的収支に
含まれない資金の収支を表しています。

公共資産整備収支の部
公共資産整備に伴う支出及び当該支出に充
てた財源の収支を表しています。

投資・財務的収支の部
・投資及び出資金、貸付金に係る支出及び
それらの財源
・貸付金元金回収による収入
・地方債元金償還による支出
・公共資産売却による収入

などの収支を表しています。
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７ 注記 

（１） 重要な会計方針 

① 公共資産 

ア 有形固定資産の減価償却の方法 

定額法によっています。ただし、取替資産（量水器及び口径150mm以下

の配水管）については取替法によっています。 

イ 国庫補助金等の処理 

国等から補助金を受け入れて固定資産を取得した場合には、圧縮記帳

によらず工事完成時に当該工事費の全額を固定資産の帳簿原価として計

上しています。また、減価償却費は、帳簿原価から受け入れた補助金を減

じた額を「みなし帳簿原価」として算出しています。 

 

② 流動資産 

ア たな卸資産の評価基準及び評価方法 

        貯蔵品は移動平均法による原価法によっています。 

 

③ 引当金等の計上基準 

ア 退職手当引当金 

        全職員が年度末に自己都合により退職したと仮定した場合の要支給額を

計上しています。 

イ 賞与引当金 

         翌年度6月に支払うことが予定される期末手当及び勤勉手当のうち、6分

の4を計上しています。 

ウ 回収不能見込額 

          過去の不納欠損実績率により計上しています。 

 

④ 資金収支計算書における資金の範囲 

資金収支計算書における資金の範囲は、現金及び預金からなっていま

す。 

 

⑤ 消費税等の会計処理 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

 



８ 用語解説

貸借対照表

有形固定資産

売却可能資産

未収金

回収不能見込額

公営事業地方債

退職手当引当金

翌年度償還予定額

未払金

賞与引当金

公共資産等
整備国府補助金等

公共資産等
整備一般財源等

その他一般財源等

資産評価差額

行政コスト計算書

人件費

退職手当引当金繰入等

賞与引当金繰入等

物件費

維持補修費

減価償却費

補助金等

支払利息

回収不能見込計上額

事業収益

その他特定行政サービス収入

純経常行政コスト 経常行政コストから経常収益を差し引いた額

消耗品費・光熱水費・通信運搬費・委託料などの経費

施設などの維持修繕に要する経費

有形固定資産が経年劣化等に伴い、価値が減少したと認められる金額

すでにサービスの提供を終えた、遊休資産や未利用資産などの売却が可能な資産

貸付金・使用料などの収入未済額のうち、1年以内に収入予定のもの

貸借対照表上の引当金に、当年度繰入れた額

地方債や借入金のうち翌年度に返済すべきもの
（翌々年度以降に返済が生じるものは固定負債に計上）

行政サービスを提供するための資産を取得した財源のうち、国・府から補助を受けた部分

支払期限が決算日の翌日から起算して１年以内のもの

資産の評価額と取得原価の差額

長期延滞債権や未収金のうち、将来回収不能と見込まれる額
（過去の不納欠損の実績などから算定）

財政収支の不足を補うために、年度を超えて長期にわたり借り入れる借入金

受取利息や雑収入など（行政サービスとの直接対応関係はない経常的な収入）

行政サービスを提供するための資産を取得した財源のうち、国府補助金と地方債を除いた部分

貸借対照表上の引当金に、当年度繰入れた額

各種団体や市民、他の地方公共団体に対する補助金・負担金などの額

公営事業地方債利子償還額、一時借入金利子

貸付金や未収金などについて、貸借対照表上の回収不能見込額に当年度計上した額

サービスを提供するために有している資産など

公共資産等以外の財産から公共資産等整備財源以外の負債を差し引いた額
（翌年度以降使用できる財源）

給与費（報酬、給料、各種手当など）から退職手当及び前年度賞与引当金を除いた金額

将来発生するであろう退職手当見込額を負債計上したもの
（全職員が年度末に自己都合により退職したと仮定した場合の要支給額）
（翌年度支払予定のものは、流動負債の「翌年度支払予定退職手当」に計上）

将来発生するであろう期末勤勉手当見込額を負債計上したもの
（翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、６分の４を計上）

事業に関する利用料、使用料など
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純資産変動計算書

純経常行政コスト

地方債償還等に伴う
財源振替

公共資産整備への
財源投入

公共資産処分による
財源増

貸付金・出資金等への
財源投入

貸付金・出資金等の
回収等による財源増

減価償却による財源増

資産評価替えによる
変動額

無償受贈資産受入

資金収支計算書

経常的収支の部

公共資産整備収支の部

投資・財務的収支の部

公共資産にかかる地方債償還などに伴う財源の振替

行政コスト計算書により算定される、経常行政コストから経常収益を差し引いた額

外郭団体への出資金・貸付金、地方債の元金償還額などの経費及び財源

資産の時価評価に伴う価値の増減

貸借対照表の公共資産を整備するために投じられた財源の変動

寄附等により無償で資産を受贈した場合に貸借対照表に追加計上した評価額

土地の売却など資産処分による財源の変動

貸借対照表の投資及び出資金、貸付金、基金に投じられた財源の変動

投資及び出資金、貸付金、基金の返済などによる財源の変動

減価償却による公共資産等形成の財源からその他一般財源などへ振替

事業を運営する上で、毎年度継続的に収入・支出されるもの

建物、構築物など主に貸借対照表の有形固定資産形成のための支出及び財源
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